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官・学・産の連携  

■、基礎研究成果結実の壁  

医療機層雇葉が壁  
抱える垂  性の垂  

■ 群発投資lこ見合う点数設定の壁  

l産業欄の活叫  医療技術雇礫戦略コンソーシアム（METIS）  

研究開発から実用化までの戦略の検討、インフラの整■専を行ない、日本発  
の新しい医療機草間儒を椎遺することで、国際競争力の向上を目指す   

まとめ   

がんの予防・克服には、多くの医療技術・医療機草が千載し、また、新しい医療技  
術・医療機器が次々と開発されるが、その開発には精力的な臨床研究が不可欠  

○我が国では薬事未承認の材料・機巻を、企業が医療機関に提供して瞳   
床研究を進めることが認められていない  

○新しい医療技軒医療機暑に対して診療報酬上の適正な評価が与られ、   
産・学の取頼みにインセンティブを働かせる必要がある  

○“がん”克服のための新しい試みにはアドバンテージとリスクの二面があ   
る。新しい医療機器の推進には、リスク分担の枠組みが明確になって   
いることが重要と考えます  

新しい医療技術・医療機器開発にかかる様々な諸問題を解消し、  
産・官・学をとりまく環境に変化を与え、必要とされる方々に提供で  
きるようになるためには、皆様のご理解とご支援が不可欠です  



理事  

基本的な考え方旺NO120卸町COm  

・主たるテーマは均てん化（救命数・QOL向上の効果   
が大きい）。  

・基本的考え①品質保証の傘。日本中であまねく、少   
なくとも、標準的治療が行えるようになること。  

・基本的考え②医療の質が見えるようにすること（不   

良品がモニターできる）。  

・基本的考え③そもそも、不良品が出ないようにする   
こと（不良品を修理するより、労力が少ない）  

・＊標準以下治療が発生させると思われる無駄を省   

きながら、がん診療に投資をすること。  

がん患者のライフコースを一貫（情報とケアをつなぐ仕組み〉  

［二重コ〕  

第5什民．故鯵嶋曇  
が十分に提供されて  
いない．早期先見の  
■曇損失．  

書■■昆．がんを蛙  

がんの不安など．  

「①「がん手帖」の作成  
②がん拠点網読のセカンドオピ  
ニオン受け入九の診療牡酬化．  
③がん地域連騰／くスの導入．  
喀）■病連携治療針四書（引担ぎ 
おょび提起的チェック〉．  

6）サ／くイバーシップ・ケアプラン．  

◆がんの履歴を持ち歩く．椚匿と  
硯匿が標準治彊、妥当な治療か  
チェック  

ヽ・－●■◆■●■■■●■－■■■■■．－－－■■■－－－■．■  

られない．治癒．猛命  

なのを知らされない．  
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「あったら、いいな！」（内外のベストプラクティス）  

「がん情報サービス」求められるサービス・事集例20項目  

ー籠周罷！謂発端箆諾 九たらJ）  

之懲照i晩学豪苧・軋・1絨・掟 ＝徹椚盈1㌣テンツ各軸手棚Eホ  

ー当惑寧管用手デイスプレ‾Ⅶ輝■の軌  

l   

【1n総合■帆・・・） 11鴨肉がん曇はずータ阜鞘払ホ【細件■、カ   
t方法酢■はすぐ卯示可能〕  

1‘警句貯批芯ぷ嵩芸鱒  

クサス、つばさ、出弘上ろ丁相は…】   

頂覿軒磁闇憫呵．，…監㌫㌫   
攣竺空空握腰琴  

j 10 

20【l〟12月0  1］指せ、せ昇一の均てん化  

国立がんセンター  
がん診療ベンチマーキングセンター  

がん登録データ  

臨床指標データの収集  

DPCデータを活用した  

臨床指標データの収集  

がん拠点病院指定制  
度による施設概要  

上言己から個別指標と総  
合評価を点数化。  

一般開示も。  

目指せ、せ界－の均てん化  
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がん対策の推進に関する意見交換会 （平成18年12月20日）抄録  

緩和医療からみたがん対策の課題と方向性  

日本緩和医療学会としての取り組み  

江口研二  

日本緩和医療学会理事長  

東海大学医学部腫瘍内科・オンコロジーセンター  

がん緩和医療とは  

がん緩和医療は、単に終末期患者を対象にするものではなく、がんを疑われた、  

あるいはがんという診断がついた時点からはじまるものと考えています。患者  

さんのがんに伴う身体症状・精神症状の緩和だけでなく、抗癌剤・放射線・手  

術療法など治療にともなう副作用対策も含む専門分野です。  

がん緩和医療を専門とする医療スタッフの力量  

がん緩和医療では、患者さんの日常生活の質（Qua止tyofL脆：QOL）が重要  

です。医療スタッフによる客観的な症状の評価だけでなく、患者さんご自身の  

主観的な評価も重視すべきです。がん性痺痛を例にとると、各科の主治医から  

の依頼に、まず現在の痺痛の原因が何かを迅速かつ的確に診断すること、また、  

それと同時併行で症状軽減のための治療を進めることがポイントです。このよ  

うに患者の視点も考慮し、迅速な対応により、患者さんとの認識のギャップを  

できるだけ少なくすることが、がん緩和治療に要求される総合的な技術力です。  

日本緩和医療学会（http：〟www如jp）の取り組み  

日本緩和医療学会は、「がん患者の全経過を対象として、PalliativeMedicineの  

専門的発展のための学際的、学問的研究を促進し、結果を医学教育と臨床医学  

とに反映させること」を目的として、1996年に発足しました。現在会員数は4900  

名を超え、半数が医師、約3割強が看護師、その他、薬剤師、ソシアルワーカ  

ーなど多職種の会員により構成されています。 がん緩和医療を全国的に整備  

するための司令塔としての役割を担うために、2006年にNPO法人化の申請を  

行いました。   

＃ 教育について  

緩和医療学会は、全国で行われているがん緩和医療の質の向上と普及のために、  

医療スタッフの教育と緩和ケアチームの充実を大きな事業としています。がん  

患者さんの負担になる個々の症状についての診療ガイドラインを、厚生労働省  

研究班と協力し作成しています。今後も、がん緩和医療に特有の問題や症状に  
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ついての診療ガイドライン作成作業を進め、これらを書物やホームページ掲載  

等で公表していきます。また欧米学会の教育カリキュラムを参考に、がん緩和  

医療の教育研修カリキュラムを作成し、それに基づいて体系的な医療者向けの  

教育研修を実施しています。 ひとつは、各地域での緩和医療に関する教育担  

当者を養成するトレーナーズセミナーであり、また全会員を対象とした教育研  

修カリキュラム修得用のセミナーを定期的に開始しています．全国のがん拠点  

病院・訪問診療による在宅療養など医療機関の役割分担と連携を充実させた地  

域ネットワークが有効に機能するためには、前提として、緩和医療の人材確保  

が必須です。このために学会は、緩和医療専門医の資格制度の設置準備を進め  

ています．また在宅医療を担う実地医家など一般の医師を対象としたがん緩和  

医療に関する教育も、がん連携拠点病院などと協力して行うことにしています。   

＃ 緩和ケアの地域ネットワーク  

専門医師・看護師によるがん緩和ケアチームは、各科主治医との連携がうまく  

いくと、患者さん・ご家族の方々にとって心強い支援となります。  

緩和医療外来も含め、単一医療機関だけでなく、地域の中での良質な緩和ケア  

の体制をネットワークとして構築する必要があります。しかし、現実的には、  

緩和ケアチームの医師を養成する体系的なシステムは十分でないこと、がん専  

門の精神科医が少ないこと、など課題も多く、この意味でも人材育成の体制整  

備は急務と考えています。   

＃ がん緩和医療の研究体制  

従来、機械的な臨床試験などは緩和医療にそぐわないという意見も多く聞かれ  

ました。しかし、最近の薬剤関連の有害事象報告や、保険適応外の治療方法の  

実施などの問題は放置できなくなってきました。日本におけるがん緩和医療の  

多施設共同臨床試験をもっと効率よく進める体制（試験計画の立案、IRB審査  

体制、研究資金調達、臨床試験支援スタッフ確保など）を整える必要がありま  

す。  

がん緩和医療は本来連続した医療の一環であり、その意味からも患者・家族と  

医療者の信頼関係や臨床腫瘍医と緩和医療医との連携などは、その前提になる  

はずのものです．しかし臨床の現場では、かならずしも円滑にゆかず、誰もが  

消耗する事態に立ち至ることも経験します。今後は、緩和医療に使用する新し  

い薬剤も増え、社会からもがん緩和医療のいっそうの充実が要望されています．  

全国どこでも受けられる良質のがん緩和医療の実現には、地域医療機関の役割  

分担と連携、職種を超えた医療関係者のチームワークとそれらを担う人材の養  

成がポイントであると考えます。  
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日本がん看護学会  

【学会活動の3木柱】   

1．がん医療・看護の進展や人々のニーズに呼応したがん看護実践・研究の発展   

2．がん看護専門職者の生涯教育によるがん看護のレベルアップ   

3．がん看護に関する学術的知見の集積と発信  

1．がん医療・看護の進展や人々のニーズに呼応したがん看護実践・研究の発展   

1）地域がん拠点病院を中心とした国内学術集会開催（年一回）  

がん患者の心身の苦痛緩和、療養と仕事の継続に必要なセルフケア支援、がん  

患者の家族支援、がん治療や療養の場の意思決定など、がん患者のクォリティ・オブ・ライ  

フの向上に資する看護研究の発表、意見交換を広く行っている。   

2）世界各国のがん看護師が集う国際学術集会の開催（4年に一回）  

国際学術集会では、グローバルな視野からわが国のがん看護のレベルが検討されるとともに、  

がん予防のための禁煙対策など世界的レベルで取り組むべきがん看護の実践・研究の方向性が  

多面的に意見交換されている。この他、北米がん看護学会メトロミネソタ支部とのパートナー  

シップにより、国際的な学術交流を継続して行っている。   

2．がん看護専門職者の生涯教育によるがん看護のレベルアップ   

1）がん看護専門職者の生涯教育プログラムの開発と提供  

①がん看護教育セミナー：がん看護の地域格差をなくすために、学術集会において、がん看護  

の専門的能力研鐸の機会を会員を問わず門戸を広げて開催している。  

②がん看護アドバンストセミナー：学会員を対象に、高度のがん看護専門能力の獲得をめざし  

た生涯教育プログラムの提供を行っている。   

2）高度がん看護専門職者の資格認定にかかわる取り組み  

①がん看護領域認定看護師の分野特定の推進：医療の高度・複雑化、社会のニーズの高まりに  

呼応して、日本看護協会の資格認定制度による認定看護師（17看護領域）が誕生している。認  
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定看護師は6ケ月間の教育プログラムを経て試験をうけ認定されている。がん看護領域とし  

て、＜がん化学療法看護＞＜がん性痺痛看護＞＜ホスピスケア＞＜乳がん看護＞の4つ認定  

看護師の分野特定の申請を行ってきた。現在までに、＜がん化学療法看護認定看護師148名  

＞＜がん性痺痛看護認定看護師224名＞＜ホスピスケア認定看護師303名＞＜乳がん看護認  

定看護師20名＞の計695名が輩出されている。 これらの認定看護師は、地域がん拠点病院  

を中心に、それぞれの専門能力を発揮しながら、がん患者・家族への看護の質向上に貢献し  

ている。   

②がん看護専門看護師のキャリア継続推進：大学院教育を受けた高度のがん上級実践能力を有  

するがん看護専門看護師は現在までに79名が日本看護協会により認定されており、地域がん  

拠点病院においてがん対策推進のキーマンとして活躍をしている。がん専門看護師は、本学  

会の生涯教育プログラム推進の牽引的な役割を果たす一方で、学会活動を通じて自身のキャ  

リア向上の機会を得ている。   

3）がん看護特別関一山舌動グループによる専門職者としての自己研鎮  

専門職者として自己研鎮を、自律的に継続的に行っていくために、がん看護学会特別関心活  

動グループを組織している。関心テーマ毎のグループ（がん化学療法看護、が人ノ性痺痛看護、  

乳がん看護、血液・骨髄幹細胞移植看護、遺伝がん看護など13グルーフりでは、最新のがん  

看護に関する情報交換等により切磋琢磨がなされている。   

4）がん看護の地域格差をなくすためのコアカリキュラムの推進  

がん看護に携わるものは誰でもどこでも標準的ながん看護ケアが行えるよう、がん看護コア  

カリキュラム作成のプロジェクトをすすめている。手はじめに、北米がん看護学会が作成し  

た「がん看護コアカリキュラム」の日本語版を作成し、普及を図るべく準備中である。   

3．がん看護に関する学術的知見の集積と発信   

「日本がん看護学会誌」の年2回刊行  

「日本がん看護学会ホームページ」 http：／／jscrLtPin．jp／index」a．html  
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がん対策意見交換会 資料  

（社）日本口腔外科学会  

現在までに実施してきた口腔がん対策   

・禁煙推進運動  

口腔領域においても喫煙よりがん発生が有意に増加するとされ、平成15  

年10月禁煙推進宣言を行い、会員、国民に喫煙習慣の大幅な抑制に着手し、  

禁煙の推進に向けて活動を行い口腔がん発生の予防を図ってきた。  

・口腔がん検診のガイドラインの策定  

平成16年度日本歯科医学会委託研究課題として、一般歯科医師を対象とし  

た「口腔癌検診のためのガイドライン」を作成し公開した（日本歯科医学  

会誌25：54－62，2006）。  

・地域口腔がん検診の実施  

本学会都道府県支部、地域歯科医師会、自治体と協同して口腔がん検診を  

実施し、最近、検診実施地域は拡大傾向にある。  

・口腔がんの診断・治療に関する教育研修会の開催  

教育研修会を定期的に、時には関連学会と共同で研修会を開催して、本学  

会員の診断精度向上、治療の標準化、ならびに治療成績の向上を図ってき  

た。  

・口腔療治療のガイドラインの策定  

日本口腔腫瘍学会と連携して、これまで医師・歯科医師を対象とした下顎  

歯肉癌、舌癌の治療ガイドラインを作成し公開し、口腔がん治療の標準化  

を図っている（http：／／www．jsoms．or．jp／）。  

・口腔がんに関する疫学調査  

日本頭頸部癌学会と共同で口腔がんに関する疫学調査を実施してきた（日  

本口腔外科学会雑誌52：401・410，2006）が、今後の調査研究の継続・方法  

については、個人情報保護の点から検討中である。  

・口腔がんに関する基礎的・臨床的研究の実施  

口腔扇平上皮癌の浸潤様式に関する研究、下顎歯肉癌T4分類、超選択的動  
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注化学療法等、数多くの研究成果をあげ、口腔がん治療成績の向上に寄与  

してきた。  

口腔がん対策に対する提言   

・歯科医学・医学教育における口腔がん教育の充実   

歯学部学生、医学部学生に対する口腔がんの診断・治療等に関する教育の  

充実をはかる（コア・カリキュラムの充実）。  

・開業歯科医師に対する口腔がん診断に関する研修体制の整備  

日本歯科医師会を通じて、口腔を診察する機会が最も多い一般の開業歯科  

医師に対する口腔がん検診・診断に関する研修体制を整備する。  

・口腔がん・口腔前がん病変の啓蒙と口腔がん検診の実施   

歯科の8020運動と連動させて、地域、職場における歯科検診を有効に活用  

して、口腔がん・口腔前がん病変について啓蒙するとともに、口腔がん検  

診を推進する。  

・より簡便な口腔がん検診法の開発  

唾液や含噺液等による簡便で診断精度の高い口腔がん検診システムを開発  

する。  

・都道府県がん診療連携拠点病院における口腔外科の設置  

口腔がんの診断・治療、口腔ケア、口腔機能回復を担当するとともに、地  

域の口腔がん治療医の研修・養成に寄与する。  

・口腔がん治療医の養成   

都道府県がん診療連携拠点病院や大学病院における歯科医師の研修システ  

ムを構築する。  

・個別化・低侵襲治療および機能回復治療法の開発と支援  

口腔のqOLを考慮した個別化したより低侵襲治療法とともに、治療後の口  

腔機能回復療法を開発・支援する。  

・重複がん早期診断・治療システムの構築  

口腔がん患者の10－15％が有する重複がんの早期診断・治療システムを構  

築し、がん死亡率の減少をはかる。  
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① 
生の終わりを迎える理想の場所②  

き方の説  

全体  病院  施設  居宅  無回答   

HOT   
159   36   3   104   20  

100   22．6   1．9   65．4   12．6   

HEN   
117   14   2   93   10  

100   12．0   1．7   79．5   8．5   

45   7  

HMV  
3亭   5  

100   15．6  73．3   11．1   

38   6  
HPN  

26   7  

100   15．8  68．4   18．4   

主治医   
67   3   1   52   13  

100   4．5   1．5   77．6   19．4   

医者の大部分は、  生き方の醐をして  

れたもの  分な説明  

‾‾‾一  

（9：00～17：00型）  

診療  （9：00～17：00型）  

甲
単
科
腑
同
職
ぬ
 
 
 

［頭重亘］   
（9：00－17カ¢   

療養型  重症型  

在宅療養支援   

診療所  24時間365日対応型 ←＿ノ  

いずれも2極構造化  間365日）  



看取り率と支援診充足率（対 ㌧  

目標値）による都道府県の   
現状の看取り率と眉標値に対する割合＿⑤  

【中国・四国】  

在宅死の割合  推計死亡者数  
自♯暮に対す る褒数♯台  

2004  員＃僅  （20T4年）   

（上限259も）   （訃練達成晴）   

総数   在宅＋  

届出件数  
全国   14．5虞   24．5％  1；334．108  327二434  9，123  二16，393   55二7％   

■取   ／β．〃ガ   25．0％   7．51之   1．878  45   94  47．91i   

■根   ナスβ芳   25．0％   9．938   2．ヰ85  101   125  ββ．βガ   

岡山   Jイ．7与   25．0％  22．164   5．541  237   278  βよ∫ガ   

広▲   ノダ．7ガ   25．0％  30．984   7．72ヰ  387   387  ／♂♂．♂ガ   

山   13．8兄   25．0％  18．756   4．689  102   235  43．4％   

せ■   ／イ．7ガ   25．0％   9．925   2．482  112   125  βタ．βぎ   

香川   JJ．4ガ   25．0％  11．804   2．951   91   148  β／．∫ガ   

愛嬢   ／〃．βガ   25．0％  17．770   ヰ．4ヰ3  139   223  βク．Jガ   

萬知   11．0鱒   21．9％  10．461   2，2q亭  21．7％   

‾‾‾‾……‾‾…‾t‾‾‾  
：箋白 

l ■在宅死の目標値は、都道府県ごとの目標達成時の死亡者敷から逆算；  
l．＿＿－＿．．＿＿．＿＿．＿＿＿．＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿．＿＿．＿＿．．＿●＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿．－  
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厚生労働省会議室  2006．12．20  

日本小児がん学会理事長 麦島秀雄  

日本／J、児科学会分科会  

日本小児がん学会  がんの子供を守る会事務局  

日本小児血液学会  

殿03・5825・6316  

TELO3・5825－6311  

HP http：／／www．ccaj・found．or．jp／jspo  

（日本小児がん学会は2007年4月を目途にNPO法人化を計画している。）  

′ト児がんの特徴  

①白血病30％、悪性リンパ腫10％固形腫瘍 60％を占める。②抗がん剤や放射線治  

療が有効である。③5年生存率は70％以上である。④新規患者は年間2500名から3000  

名である。（9約10万人の長期生存者がいると推定される。⑥′ト児がん経験者は成人の  

600～1000名に1名である。⑦治癒後40～60年の予後が期待できる。⑧長期生存者の  

晩期障害、QOLへの影響が懸念される。  

臨床研究組織の構築  

治療成績の向上を図るために結成されたグループ間の共同研究組織である。  

①日本小児白血病リンパ腫研究グループ 白血病 悪性リンパ腫を対象とする。  

②日本小児がん共同研究機構設立準備会 固形腫瘍を対象とする。  

小児がん全数把握登録  

2006年1月から小児がん全数把握登録を実施している。登録事務局をがんの子供を守  

る会内に設置し、集計作業を開始している。定期的に小児がん登録関連学会連絡会議を  

開催し日本小児がん学会、日本小児血液学会、日本小児外科学会、日本整形外科学会、  

日本脳神経外科学会、日本眼科学会、日本泌尿器科学会、日本産婦人科学会からの協力  

を得ている。  

長期フォローアップ体制の構築  

小児がん専門医制度  

がん治療認定医機構に参加し、小児がん専門医制度としての独自の2階部分を構築して  

いくための検討委員会を構成し小児血液学会の委員と計画案を検討中である。  

以上  
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死因順位別にみた年齢階級・死亡数・死亡率（人口10万対）  

構成割合  小児がんは稀少疾患   

わが国の15歳以下の小児人口 釣1900万人  
総人口の約15％（14．88叫  

病死では1位  

発生数 推定2500”3000人J年間  
死亡率 30％750～900人J年間  

成人がんの1J200（成人がんは60万人／年間）  

疾患別頻度  
白血病（30％）＞脳腫雇（20％）＞神経芽眉（8－10％）＞・・・  

＋  

悪性リンパ亜（10％）  

年l音  第1位  兼2位  ★3位  

階♯             乾田  死亡牡  死亡攣  死E  死亡数  死亡■  乾田  死亡数  死亡率   

0慮  先天奪鯵・  122l  1088  呼吸陣書お  18S  Ilj  九幼児突∬  2】8  181   た形およぴ 染色体興＃   獅．iヽ）  よび心血せ 陣書   いりl）  死丘換鮮   【6．5l．）   
1－・1  不慮の事欄  2ユ○  5♪ （柑．恥）  先天奇形・ た形およぴ 染色体t鸞  17l  3．8 （15．†ゝ）  曇性豪生■  l～  1．l （丁．1～）   
5・－I  不慮の事故  22l  l，† 【ユ3jゝ）  定性蠣生■  tlT  2．0 い1．1～）  その他の 書生観  50  0．8 （7．5ゝ）   

10－・1l  不慮の事故  11l  2J （2之．1ゝ）  畳性輌隻■  目的  2．3 （21．1～）  自な  ‘川  l．1 （8．丁ヽ〉   

15・一19  不慮の事故  ●○†  11．7 （3丁．姉〉  白樫  50：l  7．ユ （23．8～）  蟹性書生■  210  ユ．0 （鋸川）   

厚生労鋤書ホームページより  

病名／区分   割合  
（％）   

白血納   3D．5  2－3ナ   
‘＝．；＝  18．9  0才   
脳Il症   8．7  1・－2才   
悪性リンパIl   6．0  1S才   
網膜芽止   9．8  0才   
1必尿器系Il瘍   4．6  

（ケル山腫瘍など）   

0．5   
卵巣  1．6  11才   

消化器系（肝芽Il）  4．6  0－1才   
軟郁雄瘍   26  0－1才   
サ肉鷹   2．6  14才   
その他   10．1  

小児がん臨床研究組織の現状と展望  

疾患構■的・概拍ペース  
l■■■■■■ll■■t■■l  

l■▲■▼■■▲ ●■■】  

際趨点  
小景㈹■讐鴨■l鮒間1  
1  嶋少義■であもた′l虚●l■Ⅶ帽H  

コ  丘斯董粋がヱ鵬丘に■蠣れ間〟磯∬  
】 事■●穐．かつ雷■■に★生丁もたれ  

叩デー†ttの■■化がnt  
q★■■の九■嘘畑咽■  

】 t少痍■で■もた相究tがt少  
： ホ■韓■】怜・班研究ヘ一入でクー一っ化  

【独■の湛■・Il勤■性・l〝－1の分断）  

▲l■化・■■化された量■事▲■鵬オケ・サ  

l Ⅵ買，’▲一つ代暮●か∽もi曽書A量  

：  Iヘレーンl勅－  

か 舞員食事■■（食▲汁■．〃書．出版．止t書）  

j） 穐瞼Jン1‘－t狂・ハ）「マンガ■疇  

J・ 研究1†■▼t  

J ■暮■■■t  

ナ‘・・・lt：■－の荒■と公l付随知  

町丁レン入tンI－・鳩■爪シ〉の大事   
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